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１ 研究の背景（目的）・主題設定の理由等 

現在、発達障害をはじめとする特別な教育的支援

を必要とする児童・生徒への対応は重要な課題であ

り、特別支援教育に関する施策の構築は喫緊の課題

である。平成15年３月「特別支援教育の在り方に関

する調査研究協力者会議」がとりまとめた「今後の

特別支援教育の在り方について（最終報告）」では、

「特別支援教室構想」が示され、「特殊学級や通級指

導教室について、その学級編制や指導の実態を踏ま

え必要な見直しを行いつつ、障害の多様化を踏まえ

柔軟かつ弾力的な対応が可能となるような制度の在

り方について具体的に検討していく必要がある」と

ともに、「制度として全授業時間固定式の学級を維持

するのではなく、通常の学級に在籍した上で障害に

応じた教科指導や障害に起因する困難の改善・克服

のための指導を必要な時間のみ特別の場で行う形態

とすることについて具体的な検討が必要」との提言

が行われた。 

東京都の発達障害教育は、これまで情緒障害等通

級指導学級（以下「通級指導学級」）を中心に実施さ

れてきた。通級指導学級は、通常の学級に在籍する

発達障害又は情緒障害のある児童・生徒を対象とし、

通級による指導を行うものである。通級指導学級の

指導では、対象の児童・生徒の多くが在籍校を離れ

て他校に設置された通級指導学級に通う。一方、通

常の学級に在籍する発達障害又は情緒障害のある児

童・生徒を対象に、発達障害教育を担当する教員が

各学校を巡回して指導することにより、これまで通

級指導学級で行ってきた特別な指導を児童・生徒が

在籍校で受けられるようにした。 

特別支援教室と在籍学級のより良い連携を図るた

め、校内委員会等の校内体制構築のための改善策を

考案する必要がある。そのためには、特別支援教室

設置時に特別支援教室と在籍学級との調整役として

全校配置された特別支援教室専門員の調整機能が重

要である。 

本研究では、特別支援教室専門員の調整機能に焦

点を当て、効果的な連携方法について検証する。 

 

 

２ 調査の内容・分析の方法 

 本研究では、都内の区市部における特別支援教室

拠点校への視察、巡回指導教員及び在籍学級担任、

特別支援教室専門員、特別支援教育コーディネータ

ー、管理職への面接調査から効果的な連携事例や課

題等をまとめる。 

そして、特別支援教育の充実につながる学校マネ

ジメントについて考察することを目的とする。 

目的に沿って、以下の二つの主質問を設定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

分析の方法として、特別支援教室と在籍学級の効

果的な連携事例から「校内における特別支援教育の

充実に関する要因は何か」を M-GTA（修正版グラウ

ンデッドセオリーアプローチ。木下2007）により検

討する。 

  面接調査から各人のスクリプトを作成し、先述し

た二つの主質問の観点に基づいてスクリプトを分析

する。スクリプトから特別支援教室と在籍学級の効

果的な連携に関する要素であると考えられる部分を

抽出して概念形成を行い、各人の形成された概念か

ら、共通の概念をまとめて定義付けをして、カテゴ

リーを生成する。生成したカテゴリーと概念を分類

表にまとめて、妥当性を明らかにする。また、スク

リプトから概念形成をする際には、全体の中で大き

な影響を占めるものが何であるかを明確にし、重要

な問題を特定するために「カテゴリー関連図」を作

成する。 

図の作成を通して、特別支援教室専門員の調整機

能に焦点を当てた特別支援教室と在籍学級の効果的

な連携から校内における特別支援教育の充実に関連

する要因は何かを検証する。 
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「特別支援教室と在籍学級の効果的な連携の構築」 

－特別支援教室専門員の調整機能に焦点を当てて－ 
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①巡回指導教員と在籍学級担任、特別支援教室専門

員の連携が推進されることにより、校内における

特別支援教育の充実へとつながる効果がもたら

せるのか。 

②校内委員会等を通して校内における特別支援教

育を充実させるためには、特別支援教室専門員に

どのような調整機能が求められるのか。 



３ 研究の結果 

面接調査を行った各校のサンプリングから特別支

援教室と在籍学級の連携についての概念項目から特

別支援教室専門員の調整機能を分析して、カテゴリ

ー関係図を作成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

上記の図に示す通り、特別支援教室専門員の調整機

能に関連する特別支援教室と在籍学級の連携から、

校内における特別支援教育の充実へとつなげるため

に重要な要因を５点挙げる。 

① 管理職が学校経営方針において、特別支援教育

の充実を中核に置いた学校経営を行う上での、管

理職への特別支援教室における指導状況（指導記

録）等の報告・連絡・相談 

② 校内委員会の適宜実施及び管理職、在籍学級担

任、巡回指導教員、ＳＣ、ＳＳＷ、養護教諭、生

活指導主任、特別支援教育コーディネーター等、

学校組織としての児童の実態把握と支援方法の

模索 

③ 在籍学級担任及び巡回指導教員との情報共有

（行動観察による在籍学級での経過報告や指導

時間の調整、授業で活用する教材準備等）するた

めの時間確保 

④ 学校生活での児童の心理的安定の提供 

⑤ 特別支援教室及び在籍学級の双方で活用でき

る特別支援教育に関する教材作成 

前述の内容を踏まえ、特別支援教室と在籍学級の

効果的な連携を図る際に、「学校組織との連携」や「指

導に関すること」だけでなく、「在籍児童の心理的安

定」や教員・児童・保護者等、「対人に関すること」

についても特別支援教室専門員が大きな教育的意義

を担っていることが明らかになった。特別支援教室

を利用する児童にとって、在籍学級での日々の学校

生活は困難なことが多くあり、不安定になりやすい。

特別支援教室専門員の存在は、児童への安心感を大

いにもたらせることができ、様々な課題解決へとつ

ながることもある。特別支援教室で行われる指導が

日常的な学校生活へと一般化させていくためには、

特別支援教室専門員の存在はなくてはならないもの

である。 

４  研究の考察 

各校の面接調査の分析を通して得られた共通の要

素から、特別支援教室と在籍学級の効果的な連携に

関するカテゴリーを生成した。それらの各カテゴリ

ーに対して、特別支援教育の充実につながると考え

られる内容を以下に記す。 

【特別支援教育の充実へとつながる 

学校マネジメントに関する要件】 

Ⅰ 特別支援教育を中枢に置いた学校経営を行う上

での具体策 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 校内委員会を他会議から独立させて、各月で設

定及び必要に応じて校内委員会を適宜実施する

等の体制作り 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 在籍学級担任と巡回指導教員の情報交換を行う

ための時間設定及び在籍学級担任をはじめとした

全教職員への特別支援教室における個別指導・小

集団指導の参観 

 

 

 

 

 

 

５  今後の展望 

学校教育において、特別支援教育を要する児童の

みならず、全ての児童へ分かる授業を展開できるよ

う「障害者差別解消法」に基づく合理的配慮の提供

及び学びのUDL(Universal Design for Learning)を

考慮した学級経営や学習指導等の職務遂行が全て

の教員に求められる。全都に設置された特別支援教

室を中心に、特別支援教室専門員の調整機能を生か

し、支援の方向性や支援計画の検討、有効な教材の

活用等の情報発信を行い、その専門性から特別支援

教育に対する意識を学校全体で向上させていく必

要がある。 


